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能力効果の二つの側面　（亜）

　　　　　　　　　　　　目

　序　　　　論

　歴史的分析

　景気循環のパターンと能力効果

の問題

　ケインズ派動学理論とキャパシ

ティの問題

A．加速度原理の批判

B．適正資本係数と産出係数

C．独立投資と生産力効果……以

　上前号

　資本係数の変化に関する議論…

小 林 宏

次

　・似下本号

A．価格変化と企業者の反応

　B．要素の相対価格と技術係数の

　固定性
　C：貨幣的要因と技術係数

　能力利用度と投資行動

A．過剰設備と企業行動

　B．寡占企業の行動と利用度

　C．新古典派的解釈

6キャパシティの制約条件をいれた

　モデル

資本係数の変化に関する議論

　加速度原理は、体系が労働力のボトルネックに到達するまでは、その他の条

件によって上昇過程が制約されることがないことを前提にしている。それはハ

ロッドに限らず、グドウイソやピックスにおいても同様である。それはまた、

資本の供給が無限に弾力的であることをも前提においている。ただ、これらの

理論の中で、体系が安定であるか不安定であるかは、それとはまた別個な理由

に依存している。それは主として技術係数の性質に関するものである。ところ

で、この技術係数の動向は、資本の供給の弾力性の問題とは無関係ではない。

それは一方で実物面の、しかも技術的な問題であると同時に、他方では、貨幣

面にかかわる問題であるからである。そこで本節では、こうした技術係数の性

質とその動向について、加速度原理に対してなされた批判を中心に検討してみ’

よう。

　　A．価格変化と企業者の反応

　加速度係数不変の想定は、それが外生的に与えられたもののごとく、固定的

技術係数として体系にとりいれられている点で、矛盾をもつ。それは個別企業
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動と結びつけて論じられるとき、その欠点を大きくさらけだす。個

って需要増加への適応は、期待を通じて行なわれる。この期待は、

騰貴を通じてもたらされる。ところで、加速度原理では少なくとも、

限界に到達するまでは価格騰貴は生じないことが、同じく暗黙のう

れている。すなわち、そこでは生産要素や設備の不足から生ずる供

　それに伴なう価格騰貴は無視されている。もし、価格騰貴とその

ての期待が、企業行動にとって主要な要因であり、しかも、上昇過

価格騰貴が何らかの理由で生ずるものであるならぽ、チャソが述べ

に、企業者の計画産出高は、彼の長期限界費用曲線と期待された価

するところに定まり、それらの合計は、実際の総需要の実質的増分と

必然性がない1）。

のこのような批判が成り立つのは、特に需要増加に応じて価格騰貴が

段階であろう。好況の過程で価格騰貴の発生を考慮すれぽ、そのよう

ヒに対する企業家の反応は、期待係数の導入というかたちで表現でき

れない。

t．＝　77V（Yt－1－yl－2）

待係数であり、価格変化に応じて変化する。このような関係を想定し

ηの性質についてさらに検詞してみよう・ηは一定ではないから・ηV

ん変化する。単純にはηは価格騰貴率の函数を考えることができよ

＝
φ（△P／P）

格騰貴率の増加函数であるとすると・好況期にはηは一層増大するで

　特に供給の遅れから価格騰貴が激しくなる段階では・その増加は大

そうであれぽ、期待係数ηの導入は・発散的効果を一層大きくするも

　もしηがこのように規定されるとすれば・その増大はさらに価格騰

かえってくる。その結果価格騰貴は悪性イソフレーシ・ソの様相を

ろう。結果は、労働力のボトルネックに到達する以前に・他の何らか

段による好況の打ち切りを必然的にする。

CT，、ang，・Accel・・a…Th…y・f・h・F・rm・nd・h・B…ness　Cy・1…”

t。，lyT。。・n・1・fE・・n・m・c・，A・g・・t1951，PP・326－327

ヤンの論旨は次の如くである。ハロヅドやピックスの加速度原理は・実質単位

かられた所得増加と投資増加の関係を示す加速度係数が不変であることを想定

いるが、それは規模に関する収穫不変を想定している。規模に関する収穫不変

とでは、長期限界費用曲線は水平である。チャンの議論は、かかる長期限界費

ザ
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第15巻　第2号
用曲線を用いることによってなされる。

　　SMC－一一一短期限界費用曲線

　　LMC－一一長期限界費用曲線

　　MRo7“最初の限界収入曲線
　MR・一一L－・有効需要の増加による限界収入曲線

P　　　　　　　　　　　　　　　SMC

LMC

MRl

　O　　　　　　　　A　　B　　C

　はじめ、企業が均衡の’ti

にあれば・MRoはSMC
LMCの交点を通る・醐
隷欝為飼別需要晦

　ピックス体系では、有効
要の増加に応ずる産出量の。

加は、新たな限界収入曲繍

MR　IとSMCの交点で決、『

ることになる。この産出高

増分ABが、新たな投資増力

を誘発すべき産出量の増加董

ある。ところで企業者は、髄

fi

B．要素の相対価格と技術係数の固定性

ハ゜ッド’’”　F“　’“‘－7’　一一’タイプのモデルカミ鞍定体系であるのは肢術係数力

固定しているからである・…ッドにおし・ては、利子率を一定とし肢術欝

を中立的とすれば讃本騰c・は一定であり、それ晦期においては充頒

叢畿奪欝えご鍬葛憲㌶搬麟拶禦；諜傷
が鉢系鞍定か鞍定かは・もっぱらその係数の値の大きさと、限界消費性

向の値の大きさにかかっている3）・したカミって擶係数が固定していることだ・1

けが・安定破定の別網ではなく・そこにはラグセオリーとアソチノミーセ

て1こ1臆：鎌触絶塑鱒驚謂男聯瀦絃
固定の想定に議論蝶中験討を行ない・ラグセオリーのもとでの資本係数の
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変化についての議論は・次項で述べることとする。

　　　　ド＝＝＝マーモデルの技術係数一定の仮定を、生産函数の面で言えば、規

模に関する収穫不変、一次同次という条件で・さらに賃金率・利子率を固定した

ヶ・一スである。すなわち、要素の相対価格は不変である。ハロッドは、利子率

を不変とすれば、資本係数は一定であると言っているのであるから・利子率が

変動すれば当然資本と労働も技術的に代替可能であるが・要素の相対価格が固

定しているので、代替は実現されない・生産函数は・第2図のようにスムーズ

　　　　　　　　　　　　　　　　な等量曲線を与えるが、実際にとりうる両

Lo　Ll　L2

第　　　図

要素の組み合わせの経路は、2図の直線で

示される。2図において、　曲線Xo，　x1・

κ2，はそれぞれ産出量Xo，κ1，κ2，に応

ずる等量曲線である。そしてそれぞれに応

ずる資本と労働とが、（Ko，　Lo），（Kl，　L1）

……
のように示される。加速度係数は、

　　　　K1－Ko＝V1（Xl－－XO）

　　　　1（2－K1＝γ2＠2－X1）

である。規模に関する収穫不変、要素の相

対価格一定ならば、

　　　　V1＝　V2　・＝・…・・

　これがハロッドの想定である。この場合は、要素の相対価格を固定している

結果、等量曲線は、代替可能な曲線であるのに、意味のある要素の組み合わせ

の比率は一定になったわけである。したがってもし、生産函数に関する想定を

とり去り、利子率や賃金率の可変性を想定すると、この関係はくつれる。

　ハロッドやドーマーは、資本係数の一定性についてしか述べていないが、資

本係数が一定であれぽ労働係数も一定である。何故なら、生産函数は一次同次

であるから、XニF（K，乙）において、

　　　　誉一F（・，÷）－F（i・，｝・誉）

簸翻鑑こ、歯轍ある゜　た醐働比率
　ハロッドは、資本係数の一定性について、利子率が一定なら資本係数が一定

と述べているが、もう一つ適正資本係数が技術的な理由で一定にとどまるとも

述べている。技術的な理由での技術係数の固定性を強調すると、生産函数につ

＿＿＿＿＿＿＿ノ
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いて異なった解釈が生まれる。それは、折線型の等量曲線のケースで、この

合は折線のコーナーのみが意味のある資本労働比率を与え、産出量一単位当1

の資本係数、労働係数（労働の平均生産性）ともに、技術的に固定されてい）’「

ので、どんなに価格比を動かしても、技術が変化しない以上は、この係数はli

変であるとする考え方であり、これは、レオソチェフ型の固定的生産係数の

例に属する・この場合は・第3図の点線で示された経路からはずれると、過殖

になった生産要素の限界生産力は、ゼロとならねばならない。

　このような場合には、要素の相対、

格がどのように変化しても言いかえ

ぽ、支出可能線の傾斜がどのように変

わっても、技術的に可能な資本と労働、

の組み合わせは、一定である。

　ハイエクにっいては、このよう之二

つの生産函数が考えられるが、どちら

かと言えぽ利子率が変化すると資本係

数も変わるという言葉から想像される

ように、代替可能な生産函数を想定し

ていると考えられる4）。

，好景気の過程で利子率が騰貴する結果、資本の相対価格が高まったとする。’

要素の相対価格の変化によって当然、等支出線の傾斜が変化し、加速度係数の

値も変化する。利子率の騰貴は、K／Lを低下させ、労働の平均生産性を一定

とすれば、資本係数を低下させることになろう。利子率の変化は、景気循環の・

全局面を通じて連続的に生ずるものではない。それは、多くの場合、好況末期

における上昇と、不況から回復にいたる過程での低下に、目立って生ずるのみ

であろう。ともあれ、景気循環過程での貨幣的要因を考慮すると、加速度係数

一定の想定は、やはり修正されなけれぽならない。それは、’主として発散的効

果の減殺である。次項においては、貨幣的要因を導入して、加速度原理の作用

様式を再検討してみよう。

　　1）R・F・Harrod・“An　Essay　in　Dynamic　Theory，”Economic　Journal，　March

　　　1939．“Towards　a　Dynamic　Economics，　London　1948．

　　2）E・D・D・m…“E・p・n・i・n・nd　Empl・ym・nt”，　i・Essay・i・th・Th・。，y。f

　　　Economic　Growth．1957．

　　3）　J・R・Hicks・AContribution　to　the　Theory　of　the　Trade　Cycle，1950．

　　4）福岡正夫教授は・ハロッド体系の生産函数の面から見た解釈について、長期の
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フ型の固定的技術係数が妥当すると述べている・その主旨は・こうである゜

懸して検討し、縢的には、折鯉の等量曲線の場合・すなわちレオンチエ

α，も、能罐出高族現されている・すなわち正常利蔽にあるので’

薄∫

＝F（瓦 窄璽齢婁）攣（釜・÷）普

また、F（K，L）が、一次同次であ漁から・オイラーの定理から

　　　　釜・チ＋蓄・÷一・

で、辛は、半と苧の加重平均である・ところカい゜ッドでは’

　　　　△K　　△Y　工＿＿⊥＝G，te
　　　　一τ＝一一ypt°K－c7・　　　　’

　　　　一全垂＿＝7z、＝G’

別途扱いにし・

　　　　　半…Gttr＋（・－a）G・i・°＜α＜1

セ諮熊議繋勲鞭痛誰難繋羅麟総號雛
経済学会経済学年報6。

C．貨幣的要因と技術係数
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　第15巻第2号　　　　il
るものと理解されている点を批判し・貨幣的要因の作muこよる下方轍の可li

性を示している1）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

まず・貨鰍給撫限に弾力的であって、し・わゆる信用のボト，レネックが1

じなし’よう鵬合における加速度係数の動きをみよう．上昇過程においてにll

事前的投資が事前的貯蓄を上廻っている・このよう暢合譜入れ依存度縫

大し、企業の自己資本比率は低下する。すなわち、事前的投資が事前的貯蓄

上廻ると・投資は・いわゆる・・ミートソン的貝旛の供給のみによってはまか鑓

われず、信用創造に依存せざるを

得ない。それだけ自己資本比率は

低下するわけであるが、自己資本

比率の低下は平均単位当たり投資

コストを増大させる。何故なら、’

一般に自己資本の投資コストは、

機会費用と呼ばれるものに照応し、

それは借入資本コストよりも低い。

デューゼソベリー流の、S字型投

資費用曲線2）が描けるような場合

離

寺

案

零

0
使用資本量嫌

には、自己資本比率の平均投資費用に与える影響は大きい。

　さらにまた・借入れ依存度の増大は・borrowers　riskを増大させ、それは投；

資を抑制するように動く・このように・仮に貨幣供給の弾力性撫限大と想1

定しても、計画貯蓄を上廻る投資の増大は、借入れ依存度を増大させることに1

より・投資に対してはマイナスに作用する・もっとも、こ暢合、利潤分配率1

の変化を考慮していない。もし・上方への累積過程が資本の分配率を噌大させ！

るなら・内部資本の蓄積を増加させ・自己資本比率を高める作用をもたらすで…

あろう・これらの関係は次のように示すことカミできる．記号を次のように定め1

る。

倉………事前的貯蓄

S…・－t・…事後的な貯蓄

」r………投　資

sズ……・企業貯蓄

錫………賃金からの貯蓄

Sπ・…一・企業家の貯蓄性向

SW……・・労働者の貯蓄性向

π………利　　潤

四……・・賃金総額

t………第t期を示す。
新株嶢行・株主への配当による所得の移転等撫視し，e己資本は蝶貯

蓄のみから成り・労購の貯蓄は・銀行を通じて企業都借入れるものとする。

嚢

卍

1
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　　　St＝SzTt十脚略　　または　5t＝Snt十Swt
　　　s竃t＝＝Si77’t　，　　　　　Swt：＝sw　1］」Vt

自己資本比率を泊己資本、すなわちこの場合は企業貯蓄・と・借入騨本

との比率であらわす、自己資本比率iは・事前的投資貯蓄の均衡1・　＝S・　ve

おいて、

何故なら、It＝鋭から、　It＝＝　st7rt＋脚P陽。本来・通常の自己資本比率およ　・

び借入れ依存度は、それぞれ

　　　　　　　　　　　3”夙
　　　　It　　　　　　Ilt

であらわされる。この場合は、iを上述のように定義する。

　さて、iをしぼらく検討してみよう。　自己資本比率iは・それぞれの階級

の貯難向と、分配率をあらわす牌・すなわち一翫に依存する・・sπおよび

swを、一定と仮定することはほぼ妥当であろう。極端な場合としてS7r・・1，

sw＝Oを想定することも可能であり、議論の本質にさしたる変化を及ぼさな

い。結局のところ、自己資本比率を決定するのは・少なくともJt＝stのもと

においては、分配率であり、資本の分配率が高いほど・自己資本比率が高い・

　次にム〉島の場合を考えてみよう。投資資金は計画貯蓄Stによって制約

されている。それを超過する投資需要は、信用創造にょらてまかなわれなけれ

ばならない。

　　　　It－St＝n　St

とする。nSは、信用創造によってまかなわれねばならないところの貯蓄の不

足分である。17t＞蕊であるから・nSt＞0・新たな借入れ資本はSwt＋n　St

である。自己資本比率は

　　　　s”肌十n　St，

nS＞0から～ウrt／M7Tt　＝Tt－1／Pl71t　一　1なら

　　　　脚夙＋nSt〈。ω陥一1

だが、もし前期から今期（t－1期からt期）にかけて、超過需要が利潤を増

大させ・轟〉揚結となったなら・上の式は必らずしも成立しなくな

るo

自己資本比海が鰍するか低下するかは・分配率轟と・借入れ増加
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　蜜へ　　’im’”’””’“um’II”．1’，．コ．7．17

　1－26－（144）　　第15巻第2号

1分乃至は超過投資需要nStに依存する。

　　iは遺本の分配率の増加函数であり・附加的信用の減少函数である．とこ

1撫総の難欝讐董鶏磐えられる・そして・前購後

　　　　　ムξSt＝St＿1＝llt＿1
　　かくてnStは次のようになる。
　　　　　　へ　　　　　nSt…　lt－St＝llt一ム＿1

すなわち・5鳳醐に紺る投資の増加分である．すなわち澱資の増加ヵミ

急速であるほど泊己資本比率は低下する。だカミ、カルドア的分配蝋を翻

すると・獺増加は欄の鰍をもたらす、したがってそれは蝶購の増カロ

をもたらす・勿動きは・この相反する二つの力によって決まる。たとえ、企

業の利瀧積漱であり詮業貯蓄が大であっても、投資がきわめて醗であ

鵬濫灘欝繍論ρ饗緯瓢驚罐灘蟹
も拡張し・ヒ・クス的なシーリガに到達するまで継続しうる．したがって、

景気循環の上昇局面では譜入れ依艘鰍による投資抑制効果の方が、強く

動く・もしも讃本の分配率がきわめて大になり、酪低下しないというこ

とがあり 鴛も・それを相殺するような他の要因繭らく．す楠ち、、π＞Sw

…のもとで・一一PV・’aの鰍は・全体としての貯蓄を鰍し、社会の貯蓄餉を上昇

ドせよう・すなわち・aれ蛸費餉を低下させることになる．ところで、ヒ

膿億驚芒灘麓莫誘凝韓鞭ミ嘉慧鑓鞠虜

蜘こミソスキーにしたがって・難供給がある程麟力的であり、貨鰍給

　　　　IYt＝C舌＋乃

　　　G＝α｝を＿1
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　　　．It一β（yレ1－IYt　＿2）

　　Y、国民所得、C：消費、1：投資、α：限界（平均）消費性向、

　β：加速度係数

以上から国民所得IYtは・次のようになるQ

　　　　IYt＝αYt＿1＋β（IYt－1－　Yt　一・2）

　この2階の定差方程式の一般解は

　　　　IYt　＝Alμ1オ　十A2μ2t

　Al，　A2は、初期条件に依存し、μ1，μ2は、α，βの値に依存する。

　　　　pa2　一一（α＋β）μ＋β＝0

　　　　μ1，μ2＝

　μ1＞μ2＞1を仮定する。

　先に筆者が自己資本比率の変化を分析する際に用いた記号を採用すると、

nSすなわち事前的投資と事前的貯蓄のギャップは、貨幣供給の増加でまかな

われなければならない。もし貨幣供給の増加が全くなければ・nSは実現され

ない。また仮に、貨幣供給の増加があっても、それカ9　nStよりも小ならぽ、加

速度係数βを低下させるように働らくであろう。貨幣供給の増大率をμ3とす

る。次の三一つのケースが考えられる。

　　（i）　　μ1＞μ2＞μ3＞1

　　（ii）μ2＝μ3

　　（iii）　　μ1＞μ3＞μ2＞1

　（i）の場合、本来ならば、貨幣供給によって制約されない循環のもとでは・

二根のうちのより大きい方、この場合はμ・・が支配的となるべきところであ

eるが、体系は貨幣供給の増加率によって制約されている。もし体系内部におい

て退鍵れた貨幣、言いかえれば過剰流動性がなく・それをもっ噺投資資金

にあてることができなけれぽ、％＆に相当する部分は、すべて新たな貨幣供給

にまたねばならない。だがμ1＞μ2＞μ3の条件のもとでは・意図した所得の

増大率は貨幣供給の増大率よりも大であり・現実薩成しうる成長率は・貨幣

供給の増大率μ3に制約され、この場合は、最大達成可能な成長率は、貨幣供

給の増加率に等しい。

　　では、このように貨幣供給量の制約を受げた場合の変動のパターtソはどうな

　るかを検討してみよう。

　　O期においては

7’”’WtW

　釜，

　j」

l／



‘

Pt

　　　　　　μ2一μ1

　　Y・〉°・μ・一μ・＜°・μ・一μ・〈・であるからA。〉・である．同様にして

　　　　A2＝｝Yo一A1

　　　　μ3Y・＝41μ1＋（Y・一！11）μ2

　かくて
　　　　　yb（μ3一μ2）

　　　　　　μ1一μ2
Y°〉°・　pa・一”・pa2＜°・　P・一一pa2＞・であるカ・らA・〈・、加速度プ。セス醗散

型とな砺合は・支酉己的嫡をとるのはに根のうちの大なる方であり、この

場合はμ・であって・その係XA・がマイナスの働とるから詩間の経過と

ともに・体系の懲を示一3－　A・μ・t＋A・1・4・・tは、マイナスとなる．したがって

体系は、シーリングに到達する以前に下方へ転換する。

次に（ii）のケース・すなわちμ・一μ、の場合をみよう。

この場合はに根のうちの小さい方と・貨幣供給の増加率が等しし、わけであ

る゜燃先に述べたように溌散的なプ・セスでは、より大き噸の影響が

支醐である・その蘇で・こ暢合も体剰まμ・に制約されている．所得の

成長率は、貨幣供給の増加率と等しい。この場合、

　　　　1－s…s－△M（△Mは貨幣供給の増力。分）

であり、この条件がみたされていれば

　　　　△y　　△M
　　　　　y　　　M
が成立する。

流髄厳を・とすと・yとMeこ徽廟係が成り立つ。
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能力効果の二つの側面 （147）

　Mt－1＝IYt－1，　Mt＝yt＝μ3砥＿1＝μ3　Yt＿1

が貨幣供給の制約によって下方に転換せず、持続的に成長するための条

　　　　s

－

29∫，

　　　　　　勤

　β（IYt－一　IYt－1）一〔（1－一α）IYt＋△Mt＿1〕≧0

　β（μ3－1）IYt－1－〔（1一α）μ31Ylt　＿1＋（μ3－1）μ3　Mt＿1〕≧0

不等式を方程式のかたちになおすと

　β（μ3－1）一（1一α）μ3－（μ3－1）μ3一θ＝0

　μ32－（α＋β）μ3＋β＋θ＝0　　　　　　　　　・

　　　α＋β土1／（α＋β）2－4（β＋θ）
μ3＝ 　　　｝2’U－　一一｝ww’一

μ1になる場合は、貨幣供給の弾力性無限大を想定したのと同じことで

らvこの場合は除く。この場合を除くと、

μ，一一9：＋）β＝／（α ザ蝕β＋θ）・

ろで、

　　　α＋β＋γ／（α＋β）2－4β曽
　μ1＝
　　　　　　　　2

　　　α＋β一ゾ（α＋β）2－4β　
　μ2＝　　　　　一一歪　　　　t一

た。

　　　　　　　　へθ＝0ならぽ、（1＝＝S＋△M），μ3＝μ2

　　　　　　　　ムθ＞0ならぽ、（1＞S＋△M），μ3＞μ2

がって、貨幣供給の制約によって下方に転換しないための条件はμ3≧

ある。

こ、加速度過程が進行するためには、自己資本比率が低下しないことが

ある。μ3＝μ2のもとでは、

　1　dY　　l　dM
　y　　dt　－M　　dt　，

的な投資1と、事後的な貯蓄Sは、μ3の割合で成長する6ミソスキ

このような場合に、安定的な価格水準で成長を続けると考えている。

1と同じ割合で成長を続けるのは事後的なSであり、成長率一定とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aをおかず、バロッド流のG＞Gwのケースにあてはめると、1－S＝nS

積的に拡大する。その場合、借入れ依存度は増大をつづけるだろう。成

一定で、しかも所得分配率が不変であるならぽ、自己資本比率は一・定に

涛

i

冥

t



t

／

　　　　　　　　　　　　　　　馳蟹：N－““””iv　　　　”’F’TH”一“’W’‘’””　’””tt

－一“　3°一（148）　　第・5巻第・号

婁蹴鵬鞍搾撫瀦1留之激紬激耀；し・

芸灘無；狸籍響熱養票嵐霧餐鵬1惚鷺

読二瀧翻難驚1・さらに貨幣供給の増加のテンポ謝につs．

μ2のウエイトが高暢合は・所得は・はじめμ・に近し・比率で成長しはじ

禁霧郷あるから・輸成長プ・セスは・貨繰の増加鞠小

　　　÷一晋く髭「誓

この鵬貨幣の供給翻であり・過剰瀬性カミ存在する．しかし、時問の

1け繍早晩・貨幣面からの制約が生ずる・加速度原理では、従来貨幣の側に

叢齢銘利子轍貴し・自己資本比率の低下と相まつて、加速度

野

＃

秀
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能力効果の二つの側面

　　　　rS
　　　　　囎「押
　　　　　　　　

（149）－31－ 1

だがこのような場合は、利子率が市場の自由なメカニズムでは変化せ

的に弾力的な運用を阻まれている。したがって、もし利子率が市場の

カニズムによって変動するならぽ、景気過熱期において、かなり上昇’

ろう。

HP．　Minsky　“Monetary　System　and　Accelerator　Models”American
conomlc　Revlew，　December　1957

加速度モデルに貨幣要因をとりいれ、　その修正を試みたものには、例えば、

　J．Smyth：Monetary　Factors　and　Multiplier．Accelerator　Interaction，

conomlca　November，1963がある。
J　SDuesenberry．‘‘Business　Cycles　and　Economlc　Growth，”1958

Mlnsky　op　Clt同じくミンスキーにしたがってこの問題を検討しているもの

、漆崎健治“安定的成長のための金融政策”北大経済学研究12巻3号がある。

的役割が認められず、流通に必要な通貨が常に供給されるものと前提瑠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tiた。だが、逆に通貨の側に独立変数的な役割を認めるとすると、体系191

り変わったものとなるd例えば、積極的な信用拡張政策がとられ、そ　！

一
か」誓〉÷・薯という状態が生じたとすると、価鱗貴ヵ♂

だろう。この場合、貨幣側の要因に主導性がなけれぽ、それは信用供　旨
撫陽大ということと同じであるが、難偵1に主難が与えられると司

低下を伴なってそれが蘇的になさ才tる力轍に譜入れ依存度の鰍1

わらず、投資コストの増大はそれほど大とはならず、価格騰貴をとも　，

気過熱が生じうるであろう。それは日本経済にしぼしぼ見られる現象

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鯖

5．能力利用度と投資行動

で述べたように、設備の利用度は一方的に低下をっづけ、有効需要と

のギャップは増大しつづけるという見解は、キャパシティそれ自身が

果生ずるものであって、投資の停滞は、キャパシティの蓄積そのもの

るという点を考慮すると、あまり妥当性がない。けれども、事実、

以後、設備の利用度はアメリカについて言えぽ、短期的には若干の変

ながら、低い水準を維持しつづけていることも事実である。しかも重

は、筆者がこれまでしばしば指摘してきたことであるが、この利用度

期に、同時に価格騰貴が発生しているという事実である。筆者は先に

の相対的安定乃至繁栄期を、過剰設備と好況の併存、1950年代後半以

にアメリカ）経済を、過剰設備、不況と、イソフレの併存として把握

してこのように、元来、相反する現象と考えられるものが併存すると

識
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　　　　　　　　　　　　　　’鮎＿

一　32　“一（15°）　第　巻第

し’うことの中に・鮎繍の鞭観出した1）。

　　1）拙稿：寡占蹴おける二つの傾向、山・購雑誌13巻4号．

　　　A．過剰設備と企業行動

　　　　Gw’＝⊥
　　　　　　　　　ノ

　　　　It』7－C・（IYt＋、－IYt）1）

　現実の投資乃は、

を燥1慰投購糠の投資の差である。超過需要

　　　　Et＝Ztt一奉÷c・（yt＋卜IYt）＿、　IVt

　　　　　　　　ニー券G島（一｝－4・Cr
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一「

能力効果の二つの側面

一
暑（；・　Yt（α一σ墨）

過需要Etは、　GtとGwの大小関係に依存する。

Gt－Gw＞0　なら　Et＞O

Gt－Gw＝0　なら　Et＝O

Gt－Gw＜0　なら　Et＜0

して

　　Et＞0　なら　Gt＋1＞Gt

　　Et＝0　なら　Gt＋1　＝＝　Gt

　　Et＜0　なら　Gt＋1＜Gt

うが、意図した過剰設備を保有する利用度がPttであるからntt＜it・した

て

　　4．＜1

撒、G〈Gwでも、σ一÷・”〉・でありうる・これは言いかえれぽ

＞Gwであれぽ、超過需要がありうることを意味する。これは丁度σ＞0ガ

1：

i

る条件と同じである．すなわち、　Gwr－÷σ”であり・書・＞Gwなら・

4－Gwである。　　　　　　　’

上を前提とすると、言いかえれぽ、意図した利用度の引下げが継続すると

II相変らず不安定であるが、資本過剰にもかかわらず、上方の発散の可能

増大する。しかもそのような場合、キャパシティの限界も上昇するだろう。

のような意図した過剰ストックの保有は、意図した利用度の低下というか

で示すと、体系を発散させる要因となる。これはまた、別なかたちで表現

る。ハロッドにおける企業の行動理論は、生産の拡張に対する資本ストッ

　　　y不足を埋め合わせるように投資がなされることを意味している。したがっ

図した設備の保有は、すべて資本不足の補填にいれて考えることができる。

場合、現在すでに資本不足が発生しているなら、投資は、将来の生産拡張

要な資本ストックの増加と、現存資本不足の合計に等しい2）。資本不足を

あらわし、資本ストックをXであらわすと、t期の資本不足は、

　　Vt＝Cr】rt・一一Xt

たがって、企業の行なう投資は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書



　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ

i
L
艮

｝

釜

1

i

l
ヂ
墾

澄

第　2　号

　　　　・rt＝　Cr（IYt＋1－　Yt）十Vt

　Vt＞0なら資本不足、　Vt〈0なら、資本過剰である。

　今、意図した資本ストックの湶有量をrvとする。投資は、

　　（5・1）　み＝Cr（IYt＋1rYt）＋Vt＋砿　　　　urは一定。

　事後的な投資、または現実の投資は、貯蓄syに等しい。したがって超

要Etは、事前的な意図した投資と、現実の投資の差である。

　　（5・2）　　Et＝Cr（Yt＋1－IYt）十Vt十レ7＿、　IYt

　　　　　　　一G島（IYt＋1－Yt　sIYt－Cr）＋w＋Vt

　　　　　　　＝Cr】yt（G－Gw）十研十Vt

　一方、資本不足Vtは

　　（5．3）　　1／t＝Cr｝Yt－Xt

　さらに　　Xt－Xt－1＝　lt・＝syt

である。かくて資本不足の増加分は

　　（5・4）Vt＋1－7’＝（C・】Vt＋1－Xt．1）一（C。島一X、）

　　　　　　　　＝Cr（Yt＋1－一一　Yt）一（Xt＋1－Xt）

　　　　　　　　－c・　］Yt（（IYt＋1－IYt　S　IYt　Cr）

　　　　　　　　＝c・　IYt（o－－i9－）

以上から、聾＋1－Vt＝△Vと、成長率Gの経路をたどってみよう。G＞一

でVt＞0なら・Gは増大する。何故なら、　W＞0であるから、　G＞Gw，　V

なら，Et＞0。現実の成長率は超過需要の増加函数であると考えられる。

わち超過需要がプラスであれば、企業は投資を増加させ、逆に、超過需要

イナスならぽ、投資を抑制すると考えられるからである。かくて次式が成

つ、

　　（5・5）d／dt（G）＝・f〔C・・Yt（G・　－G”）＋Vt＋の

　かくて・初期の資本不足Vo＞0・Go＞Gwであれば、成長率σは増大す

さらにGo＞Gwなら・（5・4）式から△Vも増大する。かくてVtは一層増
する。

　逆年G≦Gw・Vo＜0またはG〈Gw　Vo≦0の場合を考えよう。

　（　＝Gw，　Vo＜0の場合。

　（5・5）式は・d／dt（G）＝f〔Vo＋W〕となる。（⊇の動向は、マイナスのVo

プラスのrvとの絶対値の大小によって決まる。もしiVol〈Wなら、企

li

．一＿＿．．
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　　　　　　　　　　　　一＿＿＿＿＿＿＿。。ず
pm’tecwwpmT
能力効果の二つの側面 （153）　－　35　一

本ストックは現実の過剰資本ストックを上廻るからGは増

Gは一定で変化せず、Gwは等しい、△Vもゼロであり、こ

である。言いかえれば、常に一定の意図した過剰資本ストッ

長が達成される。

合、Gは低下し、やがてGw以下となり、さらに△Vもマ
方への転換が生ずる。

V＝0の場合をみよう。（5．5）式からGの動向は、Cr　Yt

の大小関係で決る。

）1＞研ならd／dt（G）〈0，したがってGは一層低下する。

ら△V＜0となり、資本過剰はますます増大し、下方への累

）1＝P7の場合、　d／dt（G）＝oだが、この場合も△V〈0で

Gは低下する。

）K躍ならぽd／dt（G）＞0であるが、この場合にも△y＜0

ゼロからマイナスへと転化する。

　Vo＜0の場合を考えよう。

＊もちろんマイナスでVtはますます低下する。　d，／dt（G）は

Vo　iとWの大小関係によって決る。1（；y（G－Gw）Vi＞W

△Vはマイナスであるから、Vtは一層マイナス方向に進

）＋yゆ7ならぽ、最初はGは変化しない。だが一方では、

なることにより、　lVlは大となり、それは投資を抑圧して

至る。0が低下をはじめると、再び下方への累積過程が生ず

＋Vl〈研ならばv（5．5）式から、　d／　dt（G）＞0，だが（5．4）

Vo＜0であるから、資本過剰は一層増大する。したがって、

Gw）＋Vl＝：Wとなり、　d／dt（G）＝0となる。だが、この場

るよりも、d／dt（G）＞0のテソポが大であれば、　Gt＝　Gwと

であるから、Gtは増加をつづけ、一方△VはG＝Gwとな

らlV，1は、それ以上増加しない。すなわち、一定の過剰資

することが可能となる。このように、過剰資本が存在しなが

絹
・1
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1：・

1！

if

第15巻第2号
ら成長率の高まる場合が、一時的にもせよ、存在することが重要である

まで挙げたケースを整理すると次のようになる3）。

　　1・Go＞／（堀，　Vo＞0又はOo＞Gw，　Vo／＞0

　　2・a・Go＝　Gw，　V・〈0，　I　Vo　l〈va

　　2・b・　Go＝Gw，　Vo〈0，　｛「Vo　l：＝W

　　2・　c・　Go〈Gw，　Vo＜0，　lV｛）1＞1彫ア

　3・a・　Go＜Gw，　「Vo＝＝O，　lCr［Yt（Go－Gw）1＞耳戸

　3・b・　σo〈σzσ，レb＝0，　lC7　yt（Oo一σ駕7）1＝フ7

　4・a・　6！o＜Gw，　「レb＜0，　ICrY（（；o－Gw）十「レbi＞躍

　4・b・　Go＜Gw，　Vo＜0，　lCr　IYt（Go－Gw）十「Vo　l＝＝レ7

　5・a・　Go＜Gw，　『レb＜0，　lCi　IYt（Go－Gw）十Vo　l〈1曜

以上の9つのケースのうち、1と2．a．は、上方への累積過程が生ず

であり・2・b・がv意図した過剰設備を伴なう均衡成長である。また、2

3・a・4・a．が下方への累積過程が生ずる場合である。その他は、複合的

であるが、それら複合形態に共通しているのは、出発点における成長率

成長率を下廻りながら、意図した過剰設備の保有が若干伴なっているた

上昇あるいは下降両方の可能性を含んでいるケースである。さらに整理

3・b・は・躍がVと同じものと考えると、4．b．と同じことになる。

ち3・b・は・VO＝Oとしたわけであるが、躍が存在しているのである

現実に意図した資本不足があるわけであり、それが丁度lCr　IYt（G－G

等しい場合である。また、4．b．はVo＜0で、　I　Cr　IYt（G－Gw）＋Vo　l＝＝

あるから・ur－　Vo　・ur’として・Vo　＝O　PV’＝ICγIYt（G－Gw）1と書

ることができる。同じことは、2．c・，3．a．，4．a．についても言える。し

て整理すると・6っのケースになる。最も複雑なのは、⑤のケ，一・・スであ

れは・Go〈Gw・V（）＝O，　I　Cr　IYt（Go－Gw）K躍と同じことであるσ

ち、この場合が、現実の成長率が初期において適正成長率を下廻りなが

本不足があるために上昇が生ずる可能性をもったケースである。

　さて、議論を再び前に戻そう。意図した資本ストック保有の動機は、

競争のもとで企業が市場支配力を強化しようとする点にある。したがっ

占企業間の競争が激しいほど、計画的に保有しようとする過剰生産能力

ある・そしてまた・そのような過剰生産能力の保有力河能なのは、企業

的な大企業であるからでもある。だが、過剰生産能力の保有は、利用度

させるし、さらに利潤率を低下させる。寡占企業の行動目標が、もし依
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利潤率極大化にあるとすれば、利用度の低下と利潤率とは逆行関係にある。

閏率を高く維持する動機が強けれぽ、利用度の低下は防こうとするであろう。

が同時に・過剰生産能力の保有が、企業のトレードポジショソの獲得のため

必要な条件であるとすれぽ、利用度は低下せざるを得ない。この二つの傾向

利用度の低下を防こうとする動機と、過剰能力を保持しようとする動機）は

のように両立しうるかが、次の問題である。

　1）　この場合、意図した投資を、否期から来期にかけての予想される所得増分に関

　　連せしめている。それは、意図した過剰設備が、常に将来の期待と結びついてい

　　るからである。だが仮に、前期から今期にかけての所得増分と関連せしめても、

　　議論の本質に大差はない。

　2）ハロッドモデルに、資本不足を導入して分析を行なったものに、ローズが居る。

　　H．Rose：“The凸Possibility　of　Warranted　G；owth，”Economic　Journal，　June

　　1959．また、これを利用して、ハロッド体系の安定の可能性を検討したものとし
　　て・　R・R・Nelson，．‘‘A　Note　on　Stability　and　the　Behaviour　Assumptions　of

　　Harrod－type　Models，”Economic　Journal，　June　1961．

　3）拙稿：資本需要と経済成長に関する一試論、北大経済学第2号、参照されたい。

B．寡占企業の行動と利用度

寡占企業にとって、その行動の目標となるものは、依然として、やはり利潤

である。だが・一方マe・…ケットシエアー獲得のために、資本ストックを増大

せる動機も強い。それは利用度の低下を招く。また、不況期においては、

じように利用度の低下が生ずる。だが、このような利用度低下にもかかわら

利潤率は維持されるというのが、寡占企業の行動の特徴である。

先にも述べたように、利用度の低下は、意図した過剰設備の保有による場合

意図せざる過剰設備の発生による場合と、両方を含んでいる。いずれの場

Cも、企業は、利用度の低下と利潤率の維持という逆行関係にある両要因を

立させようとする。また、そのメカニズムは原理的に同じであろう。まず、

図した過剰設備を保有しながら、利潤率の低下を防ぐ行動にっいて検討しよ

適正資本係数Cr・現実の資本係数C，利潤率π，資本ストックK，売上高

費用R，正常利用度亀現実の利用度Pt，とする。利潤率は

　　　　　Y－R　　y　　Y－R
　　πニ　K　識了’一“y　・
　　　y　　l　　u　　1
　　　　：＝　　ヘニny　　　　　　　　K　　C　　廊　Cr

それ故、

ゆ ヲ

）！11
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　　　　能力効果の二つの側面　（157）－39－｝

の保有そのものが、利潤の獲得に制約されている。言いか1

杢魏弩膿露鑛℃難鴛麓溜蓑購灘1

機が強い乏いうことは、ともかくも、成長の可能性とその

味する。だが、この過剰設備が、意図して保有した場合で　1

剰設備である場合には、問題は若干異なる。重要なことは

とでは、過剰設備が存在しながら一般物価水準が上昇し、尋

率が維持されたという事実である。アメリカにおいては、

鈍化と利用度の低下が目立っている。にもかかわらず物価

しかも利用度が低下している不況期において生ずる物価騰

・イソフレーショソと呼ばれる。マークアップ・イソフレ

利潤コストの上昇によるイソフレとも言うことができる。

備の発生という不況現象において、価格騰貴が生ずるのは

策的に価格を設定しうるからであり、その点でまさにそれ

徴である。このような寡占資本主義経済の企業行動を、そ

するのは、価格に対する自主的決定力である。従来の利潤

の企業にとっては市場価格は所与とされ、その価格のもと

ったのに対して、寡占経済では利潤率がまず設定きれ、そ

ように価格が設定される。不況期に利用度が低下すると、

下する・資本利潤率を一庫保つには・利潤マージソを増

　このことは、これまで述べてきたところである。

資本の投下をする際に要求する利潤率を、要求利潤率と呼

ま、今まで適正利潤率と呼んできた概念にほぼ照応する。

度（100％の操業度とは限らない。市場条件その他を考慮

操業度であり、意図した設備のリザーブを含む）のもとで

るような利潤マージソを、目標利潤とする。

すると、目標利潤マージソが高まる。現実の利用度が低下

操業度を引下げようとする。目標利潤率、あるいは要求利

めには・利潤マージソが引上げられねぽならない．この利，

　って生じるのが、マーク・アップ・イソフレーショソで

　リカにおいては、近時、採算操業度が低下したというこ
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とが指摘されている・これは湘こ大企業において、利用度が低下しても採

議響購大したことを鰍し・結局利潤一ジンカ鰍したことを

　　1）れ讃については・拙稿騰動と物伽・購雑誌14巻2号を参照さ

C．新古典派的解釈

以上の問題を噺古典派の単純姓産函数を用し・た分析を応用して隙討し

鰻錨響膿掌灘霜矯憂難磁奮搬

　　　　o・＝／．4Lo・

㌢灘警の産　とすると・

編講轡難耀甚瓢欝全利用を前

　　　　α＝ノ（瓦紛　K；資本、堺労働、
　生産函数は一次同次の仮定から、

　　　　uO＊＝ノ（uK，π2V）

　これは次のようにも表現できる。

　　　　O　＝　uAκB・ZV’一β　但しti　・・とする。

βが欄分配率を示すことは周知の通りである．産出職σは

に示すことができる。
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　　　　　　　　能力効果の二つの側園　　　　　（159）－v41　tSN　誓

。uAKB．ZVI，β　　　　　　／
　K－　　　K　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’蓄

　　　一朗κβ一w1一θ　　　　　　！
　　　－uAKP－INI－・・髪≒1　　　．　1

　　－u・A・書1⊇多　　　　　　　　　　1

比率醐榊とすると、　　　　　　｝
…A・

発｝≡多一％・A・－t－．3一

よ、資本の限界生産力によって規定される利潤分配率よりも小なら

　現実の利潤を獲得しようとする。価格をPとすると、

－wN　　　≧βPO
賃金率である。企業行動を、正常能力利用度のもとでの資本の分配

よいシエアーを要求するものとして理解する1）。

こっいては、労働の限界生産力を上限とするように行動すると仮定

欝一五（・一β）々β

実際には瑠多であり、・一÷・・である。

r÷・讐　湯噸ら謬多一・聡

一・＝＝ （1一β）uAKβノV一β

一（・一β）朗繋　　　　　　一　一
　＝ZtA（1－一β）kβ

の条件は瑠多≧劣

　　　　uA（レβ）kβ≧－Z一

完全利用のもとで、換言すれば、

の書く劣，器く纂

　正常能力の場合と同じだけの利潤を獲得するためには、もし貨幣
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一
　42　－　（160）

・『－7π　㎝7｝一
第　15　巻　　第　2　号

賃金が与えられているとすれば、価格を騰貴させる他ない。正常能力のもとで

の企業行動の条件は、

　　　　P蹄卿罰殴（・一一一一B）kβ≧一劣

　しかるに、利用度が低下している場合は、

　　　　　　　　　　　ゆ　　　　uA（1一β）kβ≧－7r

　そして　asA（1－一β）kβ≦A（1＿β）pβ

したがって・酪は少なくとも÷倍上昇しなけれぽならない．一方、利涯

分配率の方には、利用度は陽表的にあらわれていない。それは資本利潤率の上

であらわれる。資本利潤率は

　　　　　　PO－wN
　　　　π＝一一一　　　　　　　1）K

　正常利用のもとでの利潤率は

　　　　　　PO＊－wN　　　　T＊二
　　　　　　　　PK
　　　　　　O＊　　z〃　　1
　　　　　ニ：－－－　　　　－　　　　　　K　　　P　　k

姿一M・痴であるから

　　　　　　　　1　　　w　　　1
　　　　π＊A・　　　　　　　為1一β　一i．一万『

　現実の利潤率丁は

　　　　π・…A・憐ダー劣・÷

　貨幣賃金率Wが一定なら、π＝π＊であるためには、価格を騰貴させるか

kを低下させるかいずれかである。
価格を獺させるとすると・その鵬率は・や1：tcり÷である．次にk　tz低

下させることが考えられる。だが、kの変化は通常、要素の限界生産力の変化

に照応する。kが増大する場合は、他の変数が一定ならば、利潤率が低下する

だが、kの増加は、資本の限界生産力が労働の限界生産力よりも、相対的に大

となった場合生ずるのであり、その場合はβが増大する。βの増加は利潤率を

上昇させる。逆にkの低下は、βの減少を伴ない、利潤率の上昇要因を相殺

する。結局、資本利潤率の維持は、価格の騰貴によってもたらされねばならな

いo

一L＿＿＿－ny＿＿＿一一
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　劇

能力効果の二つの側面 （161）　－　43一

1）　この分析については、早川泰正憬気循環におけるceillingめ位置”経済学研

　究12巻3号参照。

6．キャパシティの制約条件をいれたモデル

節で分析した加速度モデルをもとにして、キャパシティの制約条件を考慮

場合、体系がどのように運動するかを見よう。記号は、これまで通りとす

事前的投資1’は、

1）　It　t　・＝　C（Yt＋1－IYt）十Vt

期の投資は、前期の所得から消費を除いた残りの貯蓄によって制約されて

とする。

2）　Cr（Yt＋1－Yt）十Vt＝s　IYt

式のラグのとり方に注意されたい。将来の期待投資は今期の貯蓄によって

されていることを、これは示している。（1）式と（2）式から

3）Yt・爵一σF奇一亡・一］一一一1一

を期待成長率とする。

常能力産出高をYt＊とする。

　　Yt＊＝：δXt－－1

実の産出高は、能力産出高を越え得ない。

　　IYt＊≧IYt

速度過程が、キャパシティのシーリソグに到達することなく進行する条件

δ≧σであること、言いかえれば、

　　a－－ci；6－÷6…＜1

る1）。

本不足，Vtは次のようにあらわぜる。

（4）　Vt＝＝CIYt＋1－Xt

　　　　＝⊥c，｝Yt＋1．－Xt

　　　　　％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9’

Vtは次のようになる。

　　△Vt＝＝（Clyt＋1－Xt）一（CIYt－－Xt－1）

　　　　＝C（IYt＋1－yの一（Xt・－Xt－1）

　s

！

碧

ギ

資本ストックの増加分Xt－Xt　一一1は、今期の貯蓄の供給および今期の需要

みたすためのキャパシティの増分に照応する。　Xt－Xt＿1＝s　IYt
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1｝
ti　．1　44－（162）

1

第　15　巻　　第　2　号

かくて△Vtは、
　（5）△Vt＝C（IYt＋1－一　Yt）一一・一　IYt

　　　　　－c遍σ’一書）

　　　　　一÷c・・Yt（　Pt5Gt－　Cr）

さて、事前的投資It「と、貯蓄の供給の差が超過需要である。超過需要力

1の場合は、　、、〈、であるから減り立ちうる。

1超過需要は次のようにあらわされる。

　　（6）　　Et　＝：It　t－s　】Yt

、　　　　　＝C（yt＋1－IYt）十Vt－－s　IYt

　　　　　，・・，1　Cr（IYt＋1＿y｝）＋γレ。　y｝

1　　　　　　　　％

，　　一÷儲←・一讐）＋Vt

iEt＞・の場合趨過霰

i　Et＝0の場合、資本ストックの過不足のない状態
lEt＜・の場合、資本スト。クの過剰がある。

i

ラスであると、期待成長率は増大する。

　　　Y＊≧Y

いう条件から、

　　CrY－X＝0
　制約条件として入りこむ、

　　　⊥c。γ＿x＞o
　　　％

したがってEt＞0であるためには、　u＜1でなければならない。すなわち

醸の利用麟フルキャ・・シテ・瀦干下廻ら鮒れば・超過瀬は現実
l

朕給によって実現されない。
i現実の成長率は、期待成長率が能力産出高の成長率の範囲内で実現される

鷹厳率鋤きは次のごとくである。

　　　　d／dt（Gt）一ノ〔⊥G玖α一沼”）＋v・），ノ’＞o・ノ（o）－o

　従来の加速度原理は、γt　＝＝oのもとで、結論が展開されていた。それは・

の式にあてはめると次のようにあらわすことができる。

　　　　d／dt（Gt）　・f〔Cr　IYt（Gt－Gw）〕
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f

．w，のシーリソグ倒謝ることなく上昇する条件は・

　　　　Cry－X＝O

　　　　⊥cγY＿x』v

憎蜘の＿リソグ醗してカ・らの動きについ噺麟加えよ

う。キャパシテ，のシーリガにおいてv・一：・であると考えるのが妥当であ

諺鵬象禦灘憲霧「あ墜霧謂つ鞭家
齢やがて反転する場合、③シーリガセこ沿ってどこまでも勘鵬以

膠霧藤いて舗成購完全利騰率によつて制約される・

正常能力産出高の成蹴α・とすると・完全雇用シーリガにおける成長率

　は次のようになる。
　　　　　d／　dt（Gt）＝Min｛ノo〔c・　Yt（Gt　－Gt＊）＋Vt〕｝

　　Gt＞Gt＊なら、体系はシーリガセこ沿って拡張をつづける・燃G＜Gt＊

覆ひ譜鷲鷲瓢訟器モー膨麟話導紮蓼

　スかで決まる。

　　　　　Cr　yt（Gt－Gt＊）＜0

　　　　　　　　　　　γ彦＞0

　である。
　　　　　ICr　IYt（Gt－Gt＊）1＞Vt

　ならぽ、体系はただちに反転する。逆に、

　　　　　lCr　Yt（Gt－Gt＊）1〈V，

一

＿＿＿＿一一一一一一嘲■■■■■圃■■圏プ
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　　　　　　　　　”pt“pm－W’　｝eq　：¶　　一一　τ　…二…τ1

｝L46－（・64）　第・5巻第2号

　　ならぽ・しばらくシーリソグに沿って進むが、現実の成長率はGt〈G、・の

　　とで低下し・それはvを減少させる・したがって時間の経過とともに、lcr

　　（Gt－Gt＊）i＞Vとなり、体系は反転するに至る。

　　　以上のモデル分析では、Uがどのように規定されるか、　Gt＊はどのように

　　現されるかについては・諏されなかった．これらの要因をとりいれること

　　よって・キャパシテ・のシーリソグに到達する条件鹸討する作業が今後峨

　　されている・ただ・これまでの鞭で言し・うることは、体系が価格騰貴をと

　　なわずに上昇するためには・キャパシテ・の余剰が先行して存在していなけれ

　　ばならないこと・その場合の利脇ま、完全利用度よりは低いこと．さらtlこ

．

礪蟹謬るなら・やがて・キャパシテ・の部一リソグに到達する

　　　　1）C。は、完全利用する場合の資本係数である。

　　　　2）舞灘螺鱗雛臨蕊d識臨：：AE翻


